別記様式第３号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号

年　　月　　日

○○農政局長　殿
北海道にあっては、北海道農政事務所長
沖縄県にあっては、内閣府沖縄総合事務局長
所在地
事業実施主体名
代表者氏名
　　　　　　　
令和６年能登半島地震及び大雨対応産地緊急支援事業（産地緊急支援対策）の評価報告について

　令和６年能登半島地震及び大雨対応産地緊急支援事業実施要領別記の第５の１に基づき、関係書類を添えて成果目標の達成状況を報告します。


　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　
　　　　　　　　　
　　　　　　　　　
　　　　　　　　　
注：関係書類として、評価報告書を添付する。
別記様式第３号　別添
令和６年能登半島地震及び大雨対応産地緊急支援事業（産地緊急支援対策）
評価報告書
【担当者】

〔事業実施主体〕

　　所属・役職

　　担当者氏名

　　電話番号（携帯電話番号）
　　E-mail
注：担当者は、事業実施主体の構成員であり、本事業の実施及び会計手続等の窓口となる者を記載すること。
Ⅰ　営農再開支援
１　事業の効果
　（１）具体的な取組内容

	


（２）成果目標の達成状況
	成果目標の具体的な内容
	

	
	

	
	成果目標の達成状況

	
	被害面積(事業実施対象面積）　 ①
	

	
	営農再開のため使用可能と
なった面積　　　　　　　　　　②　　　　　　　　　　　　　
	

	
	達成率（％）　　　　　③＝②／①
	

	事業計画の妥当性
	
	（理由）

	
	
	

	適正な事業の執行
	
	（理由）


注１：「事業の妥当性」及び「適正な事業の執行」の欄については、事業が適切に実行された場合には１を、それ以外の場合には０を記入すること。
また、その理由について記入すること。
　注２：①、②の内容は営農再開支援の取組内容に応じて、修正すること。

２　添付書類

　　　地方農政局長等が必要と認める書類
Ⅱ　集出荷施設等における農作物の出荷円滑化等支援
１　事業の効果

　（１）具体的な取組内容

	


（２）成果目標の達成状況

	成果目標の具体的な内容
	

	
	

	
	成果目標の達成状況

	
	集出荷施設等数　　　　　 　　①
	

	
	農作物の出荷円滑化が実現された集出
荷施設等数　　　　　　　　　　 ②
	

	
	達成率（％）　　　 　③＝②／①
	

	事業計画の妥当性
	
	（理由）

	
	
	

	適正な事業の執行
	
	（理由）


注：「事業の妥当性」及び「適正な事業の執行」の欄については、事業が適切に実行された場合には１を、それ以外の場合には０を記入すること。
また、その理由について記入すること。
２　添付書類

　　　地方農政局長等が必要と認める書類
Ⅲ　浸水被害に対する水田農業継続特別支援
１　事業の効果

　（１）具体的な取組内容

	


（２）成果目標の達成状況

	成果目標の具体的な内容
	

	
	

	
	成果目標の達成状況

	
	被害面積(事業実施対象面積）　 ①
	

	
	営農再開のため使用可能と
なった面積　　　　　　　　　　②　　　　　　　　　　　　　
	

	
	達成率（％）　　　　　③＝②／①
	

	事業計画の妥当性
	
	（理由）

	
	
	

	適正な事業の執行
	
	（理由）


注１：「事業の妥当性」及び「適正な事業の執行」の欄については、事業が適切に実行された場合には１を、それ以外の場合には０を記入すること。
また、その理由について記入すること。

　注２：①、②の内容は水田農業継続特別支援の取組内容に応じて、修正すること。
２　添付書類

　　　地方農政局長等が必要と認める書類
Ⅳ　震災後の二重被災に対する残さ撤去等の営農環境再整備支援
１　事業の効果

　（１）具体的な取組内容

	


（２）成果目標の達成状況

	成果目標の具体的な内容
	

	
	

	
	成果目標の達成状況

	
	震災後の二重被災を受けた面積　 ①
	

	
	営農再開のために適切な環境が
整った面積　　　　　　　　　　 ②
	

	
	達成率（％）　　　　　③＝②／①
	

	事業計画の妥当性
	
	（理由）

	
	
	

	適正な事業の執行
	
	（理由）


注１：「事業の妥当性」及び「適正な事業の執行」の欄については、事業が適切に実行された場合には１を、それ以外の場合には０を記入すること。
また、その理由について記入すること。

２　添付書類

　　　地方農政局長等が必要と認める書類
担当者：


所属：


氏名：


連絡先：


E-mail：








